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１． 親会社、支配株主（親会社を除く。） 又はその他の関係会社の商号等

議決権所有割合 （％）

商号・名称 属性
　　　　　発行する株券が上場されている

金融商品取引所等直接 合算

コード番号 9110

問 合 せ 先 企画グループリーダー　井原 隆史

支配株主等に関する事項について

(平成23年3月31日現在)

各　　位

会 社 名 ＮＳユナイテッド海運株式会社

代 表 者 名 代表取締役社長 島川 惠一郎

34.06 0.00 34.06

18.77 0.15 18.92

２． 親会社等のうち、上場会社に与える影響が最も大きいと認められる会社の名称及びその理由

名　称 理　由

新日本製鐵株式會社
及び日本郵船株式会社

新日本製鐵株式會社は、当社の筆頭株主であると同時に、当社グループの
外航・内航輸送の主要荷主であり、主に鉄鋼原料と鋼材の輸送サービスを提
供しております。
また当社は、昭和39年海運集約時に日本郵船株式会社を中核とするグルー
プに参加し、現在第二位の株主である同社とは船舶を共有するなど良好な関
係を維持しております。

証券会員制法人 福岡証券取引所

証券会員制法人 札幌証券取引所

日 本 郵 船
株 式 会 社

その他の
関係会社

株式会社東京証券取引所 市場第一部

株式会社大阪証券取引所 市場第一部

株式会社名古屋証券取引所 市場第一部

新日本製鐵
株 式 會 社

その他の
関係会社

株式会社東京証券取引所 市場第一部

株式会社大阪証券取引所 市場第一部

株式会社名古屋証券取引所 市場第一部

商号 名称 属性
　　　　金融商品取引所等直接

所有分
合算

対象分
計

http://www.nsuship.co.jp/�


３． 親会社等の企業グループにおける上場会社の位置付けその他の上場会社と親会社等との関係

(1) 親会社等の企業グループにおける上場会社の位置付け、親会社等やそのグループ企業との取引
関係や人的・資本関係

(平成23年3月31日現在)

(2) 親会社等の企業グループに属することによる事業上の制約、リスク及びメリット、親会社等やその
グループ企業との取引関係や人的・資本的関係などの面から受ける経営・事業活動への影響等

社外取締役 小畠　徹
新日本製鐵株式會社

常務取締役

 経歴等により、当社の経営
 全般について有用な提言
 をいただくため

   新日本製鐵株式會社は、当社の議決権を34.06％所有する筆頭株主及びその他の関係会社で

あり、主要売上先（33.3％）であります。

   日本郵船株式会社は、当社の議決権を18.92％所有する第二位の株主及びその他の関係会社

であり、同社グループとは原油タンカー２隻（外航）および曳船１隻（内航）を共有しております。

   なお平成23年3月31日時点において、当社役員12名のうち親会社等の役員を兼ねる者は1名で

あり、その者の氏名並びに当社及び親会社等における役職は以下の通りです。

役職 氏名
親会社等またはその

グループ企業での役職
就任理由

グル プ企業との取引関係や人的 資本的関係などの面から受ける経営 事業活動 の影響等

(3) 親会社等からの一定の独立性の確保の状況

４． 支配株主等との取引に関する事項

当事業年度（自　平成22年4月1日　至　平成23年3月31日）

新日本製鐵株式會社は当社にとって大口かつ安定した取引先でありますが、そのことにより事業の

制約を受けることはありません。但し、当社売上高のうち、同社への売上高の占める比率は33.3％と

なっていることから、同社の生産・販売動向が当社の経営成績に影響を与える可能性があります。

事業活動を行う上で、親会社等からの事業上の制約はなく、取引面においても他の取引先と同等の

条件で取引を行っております。

   従って、当社は親会社等から一定の独立性が確保されていると考えております。
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